
防災カタログ2.0
（技術,ノウハウ,インフラ,制度等）

内閣官房副長官補付
内閣府（防災担当）



警報避難

地域の脆弱性

警報等の収集・伝達

避難勧告等の発令

避難誘導 等

建物・設備等の耐震化

気象・地象の観測・情報提
供の充実・強化 等

災害への備え

人材育成

研修

地震

火山噴火

台風

豪雨

豪雪

竜巻

等
防災拠点施設の整備

発災

ハザード 応急活動

災害情報の収集・連絡

緊急輸送ルートの確保

ライフラインの復旧

被災者支援

仮設住宅

住家被害認定

被災施設の復旧

災害廃棄物の処理 等

復旧・復興基
本方針の決定

復興計画の作成

経済復興支援

復興まちづくり 等

検証・改善

被災国が実施すべき防災に関する業務を、災害への備え、警報避難、応急活動、復旧・復興の各フェーズ
毎に、時系列（時計回り）で整理し、防災・減災に向けて取り組むべき事項や、我が国が提供できる技術等
をまとめています。自国の防災力の向上を検討する際にご活用ください

気候変動の影響

（「災害への備え」へ）

復旧・復興

＜減災対策＞

ハザードマップ

地域防災計画・業務継
続計画

住民啓発 防災教材 訓練

＜被害抑止対策＞

河川堤防・防潮堤・ダム・防災林等の
国土保全対策

訓練
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防災分野に関する我が国の防災技術・ノウハウ

事前防災＜Preparedness＞

A.  計画策定
・防災対策の総合的・長期的計画を策定
・災害リスクや国土の脆弱性等を踏まえた対策

災害応急対応＜Early warning, Response＞

B.  事前投資
・重要インフラへの防災の視点の盛り込み
・地震や津波を常時観測し、情報提供するシステムの構築

・住宅・建築物、インフラの耐震化
・気象や河川水位等を常時観測し、情報提供するシステムの構築
・台風、豪雨等から生命・財産を守るインフラ整備の推進

D.  緊急警報・避難支援
・災害情報を把握し、関係機関や国民に伝達、早期警報の発信。

C‐1 防災教材、住民啓発、訓練
C‐2 人材育成
C‐3 国土強靱化に関する普及啓発・学習教材

E.  応急活動
・人命の救助・救急・医療、避難所対策、必要物資の提供。

復旧・復興＜Recovery, Reconstruction＞

F. 迅速な復旧・復興
・早期の復興に向けた計画策定、生活再建ノウハウ等の提供。

F‐1 復旧・復興計画マスタープラン策定支援
F‐2 災害廃棄物対策
F‐3 除塩対策
F‐4 Build Back Better（BBB）に基づくインフラ復旧・復興 
F‐5 Build Back Better（BBB）に基づく住宅再建
F‐6 被災者に配慮した生計回復支援
F‐7 災害復旧スタンドバイ借款

【防災分野におけるフェーズ毎の課題】 【防災分野の協力案件の例】

＜凡例＞
地震・津波
気象災害
共通

A‐1 防災計画、事業継続計画の策定
A‐2 都市計画等マスタープランからの防災の視点の導入
A‐3 ハザードマップの導入
A‐4 国土強靱化の関連計画の策定
A‐5 男女共同参画の視点からの防災・復興

B‐1 防災の視点を盛り込んだインフラの整備
B‐2 地震等観測機器（GPS波浪計、海底ケーブル式地震・

津波観測システム等）
B‐3 耐震化・免震化技術
B‐4 気象等観測機器（固体素子気象レーダー、３Ｌ水位計等）
B‐5 治水事業（ダム再生、河川整備等）
B‐6 治山事業（施設整備、防災林造成等）

D‐1 陸海統合地震津波火山観測網 MOWLAS

D‐2 人工衛星による観測情報の提供
D‐3 早期警報システム（Lアラート）
D‐4 洪水・高潮予想パッケージソフト

D‐5 列車等の緊急停止システム
D‐6 緊急警報放送（地デジ）
D‐7 総合防災情報システム

E‐1 ICT防災ユニット
E‐2 非常用管制塔
E‐3 排水ポンプ車
E‐4 遠隔操作機器、無人化施工
E‐5 ドローンによる災害事象の早期覚知・被災状況把握
E‐6 ポータブル水再生システムによる生活用水の確保

C. 普及啓発、教育
・国民の防災意識を啓発し、教育、人材育成
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3

セクターごとの防災分野に関する我が国の防災技術・ノウハウ

防災分野におけるフェーズ 防災技術・ノウハウ
セクター

都市、住宅
水管理・
国土保全

道路 鉄道

事前防災 A. 計画策定 A‐1 防災計画、事業継続計画の策定 ● ● ● ●

A‐2 都市計画等マスタープランからの防災の視点の導入 ●
A‐3 ハザードマップの導入 ● ● ● ●

A‐4 国土強靱化の関連計画の策定 ●

A‐5 男女共同参画の視点からの防災・復興 ●
B. 事前投資 B‐1 防災の視点を盛り込んだインフラの整備 ● ● ● ●

B‐2 地震等観測機器（GPS波浪計、海底ケーブル式地震・津波観測システム等） ● ●
B‐3 耐震化・免震化技術 ● ● ● ●
B‐4 気象塔観測機器（個体素子気象レーダー、３Ｌ水位計等） ●
B‐5 治水事業（ダム再生事業、河川整備等） ●
B‐6 治山事業（施設整備、防災林造成等） ●

C. 普及啓発、教育 C‐1 防災教材、住民啓発、訓練 ● ● ● ●
C‐2 人材育成 ● ● ● ●
C‐3 国土強靭化に関する普及啓発・学習教材 ● ● ● ●

災害応急対応 D. 緊急警報・避難支援 D‐1 陸海統合地震津波火山観測網MOWLAS ● ●

D‐2 人工衛星による観測情報の提供 ● ●
D‐3 早期警報システム（Lアラート） ● ●
D‐4 洪水・高潮予想パッケージソフト ● ●
D‐5 列車等の緊急停止システム ●
D‐6 緊急警報放送（地デジ） ● ●
D‐7 総合防災情報システム ● ●

E. 応急活動 E‐1 ICT防災ユニット ● ● ● ●
E‐2 非常用管制塔 ● ● ● ●
E‐3 排水ポンプ車 ● ● ● ●
E‐4 遠隔操作機器、無人化施工 ● ● ● ●
E‐5 ドローンによる災害事象の早期覚知・被災状況把握 ● ●
E‐6 ポータブル水再生システムによる生活用水の確保 ●

復旧・復興 F. 迅速な復旧・復興 F‐1 復旧・復興計画マスタープラン策定支援 ●
F‐2 災害廃棄物対策 ●
F‐3 除塩対策 ●
F‐4 Build Back Better（BBB）に基づくインフラ復旧・復興 ●
F‐5 Build Back Better（BBB）に基づく住宅再建 ●
F‐6 被災者に配慮した生計回復支援 ●
F‐7 災害復旧スタンドバイ借款 ●



防災対策の総合的・長期的計画を策定

A 計画策定

A‐2

都市ビジョンの作成を支援するにあたり、
災害リスクの分析を行うとともに、都市構
造や排水施設整備など災害に対するリス 洪水の氾濫地域特性の評価
クの軽減を提案。

災害に対する
耐性が高い
多極分散型
の都市構造を
提案

A‐1

都市計画等マスタープランからの防災の視点の導入

防災計画、事業継続計画の策定

タイ・「防災能力向上プロジェクト」（技術協力）

中央防災対応組織の能力、機能強化を通じ、全国的な防災計画
の策定、災害リスクマップ策定を支援することにより、同国の防災対
応能力を向上。

防災白書の作成
国家防災計画の作成
自治体防災進捗管理GIS
研修用教材、カリキュラム
コミュニティ防災用ガイド
防災教育ガイドライン

写真：プロジェクトで作成した防災白書

地震•津波
気象災害
共通

マスタープラン等策定支援（技術協力）

・都市機能の分散
・交通網のリダンダンシーの確保

・過度な集中
・災害時の移動・
輸送面に脆弱性

アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）
科学的な知見に基づいた将来の気候リスクデータや気候変動適応
関連の情報を提供し、途上国における防災計画、事業継続計画の
策定に貢献。

コミュニティの危機管理計画作成支援(ICHARM)
フィリピン・Pampanga流域のCalumpitを対象として、コミュニティ参画の下でハザードマップを活用した計画策定を支援。

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】 4



A 計画策定

災害リスクや国土の脆弱性等を踏まえた対策

国土強靱化計画（地方の計画含む）策定のノウハウ提供等の支援（内閣官房によるセミナー、
ワークショップ、研修等）
 政府行政官又は地方のリーダーに対して、次のような計画策定に係るノウハウの提供を行う。
• 自然災害等に対する脆弱性評価の手法
• リスクへの対応方策検討手法等
• 民間の強靱化の取組（BCPの策定等）を促進する方策

地震•津波
気象災害
共通

A‐3 ハザードマップの導入

ミャンマー・ヤンゴン等の大都市を対象とした洪
水ハザードマップ作成を支援。(ICHARM)

フィリピン・Calumpitを対象として、建物高さ
と浸水状況をリンクさせたリスクマップ作成を支
援。(ICHARM)

ハザードマップ作成支援（技術協力等）

被害推定技術、手法の開発、及びリスク評
価を通じてハザードマップを整備し、災害に対
して強靭な地域づくりを支援。

ハザードマップの効果発揮事例
1960年のチリ津波、及び東日本大震災の教訓を踏まえ、津波被害推定技
術、手法の開発、及びリスク評価を通じてハザードマップを整備し、津波に対
して強靭な地域づくりを支援。

津波ハザードマップ 2010年チリ南部津波浸水状況

2014年4月2日にチリで発生したＭ8.2の地震に伴う津波が発生した際、
本案件の成果が活かされ、死者6名と最小限の被害に抑えることができた。

A‐4 国土強靱化の関連計画の策定

国土強靱化基本法に基づき、国土強靱化基本計画や地域計画等を策定。基本計画はおおむね
5年ごとに改定。昨今の大規模自然災害の発生状況等を踏まえ、重点的に取り組むべき対策につい
ては、5か年加速化対策を策定。今後も中期的な計画（実施中期計画）を策定予定。

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】 5



A 計画策定

災害リスクや国土の脆弱性等を踏まえた対策

地震•津波
気象災害
共通

A‐5

東日本大震災をはじめ大規模災害における経験を踏まえ、内閣府は令和2年5月に「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライ
ン」を作成。地方公共団体の職員が男女共同参画の視点に立った災害対応の取組を進める際に参照できるよう、基本的な考え方と平
常時の備え、初動段階、避難生活、復旧・復興の各段階において取り組むべき事項を提示。

ガイドラインの「便利帳」には災害現場ですぐに活用できる「避難所チェックシート」を掲載。避難所支援に入る職員等がチェックシートを使っ
て各避難所の運営管理や避難者へのヒアリングをすることで、効率的な避難所の環境改善を促進。

男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン

パンフレット（英語版）：災害対応力を強化する女性の視点

～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～

チェックシート

※該当セクター：【都市、住宅】
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防災の視点を盛り込んだインフラの整備
B 事前投資

防災の視点を盛り込んだインフラの効果発揮事例（事前対策で洪水にも強い地下鉄運行）

タイの首都バンコクの重要な市民の交通手段である地下鉄ブルーラインは、日本の支援により事業化調査、建設が
行われ、2004年に開通。バンコクは洪水の多い地域に位置していることから、地下鉄入口を歩道から高くし、洪水時
に水が構内に入らないようにしている他、地下鉄入口に遮水板を設置できる構造にする、換気口を高い位置に設置す
る、排水ポンプを設置するなど、洪水対策を考慮。

地震•津波
気象災害
共通

災害に強い地下鉄（タイ）（写真提供：久野真一/JICA）

2011 年の大洪水の際は、空港、道路が閉鎖される中、ブルーラインは浸水地域でも地下鉄
構内へ水は侵入せず、継続運行を実現

B‐1 防災の視点を盛り込んだインフラの整備

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】
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地震活動や津波を常時観測し、情報提供するシステムの構築

B 事前投資

B‐2 地震等観測機器

海底ケーブル式地震・津波観測システム

海底ケーブル式海底地震・津波観測システムにより、海
底地震活動及びそれに伴う津波活動をより正確かつ瞬
時に観測することが可能。警報システムと組み合わせる
ことで高い避難効果が期待。

地震•津波

電子基準点の位置をリアルタイムで求め、地震に伴う地表の変位及び地震規模を即時に推定。こ
の結果を用いることで、特にM8を超える巨大地震に伴う津波の予測精度向上が期待される。

地震に伴う地表の変位量
を計算

地震規模・断層モデ
ルの推定

電子基準点 観測 
データの収集・解析

電子基準点リアルタイム解析システム

GPSなどの測位衛星を用いて電子基準点の座標値
（経緯度、高さ）を計算し、この変化を監視すること
で、地震、火山活動やプレート運動に伴う地殻変動
を把握し、防災・減災に貢献。

GPS波浪計

衛星による位置情報をもとに沖合での波浪・潮位
（津波を含む）をリアルタイムで観測することが可能。

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】 8



住宅・建築物、インフラの耐震化を推進
B 事前投資

東日本大震災における橋梁の状況（耐震対策完了済み）

橋脚補強

B‐3 耐震化・免震化技術

出典：東洋建設㈱

ジャケット据付の様子
(ティラワ港)

ジャケット工法のイメージ

岸壁の耐震強化（例︓ジャケット工法）

鋼管の立体トラス
構造物の脚と打ち
込んだ鋼管杭を溶
接等により結合させ、
海底地盤に固定す
る構造。水平剛性
が大きく、耐震性が
高い。

橋梁の耐震・免震補強
阪神淡路大震災での橋梁の被害を踏まえ、国内で対策を推進。

地震•津波

鉄板巻き補強 連続繊維巻き補強

■柱の補強 ■免震装置

住宅・建築物の耐震・免震補強
我が国では、これまでの多くの災害経験を
踏まえ、耐震対策を推進。

東日本大震災の際には、耐震補強済みの橋梁では地震動によ                       
る落橋・倒壊がなく、設計ノウハウを含め海外でも活用が期待。

東日本大震災の際にも耐震対策済の建築物には揺れ
による主要な構造部材に大きな被害は見られなかった。
※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】
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気象や河川水位等を常時観測し、情報提供するシステムの構築

B 事前投資

ラジオゾンデ
ゴム気球に吊して飛揚し、
上空の気温や風等を観測

B‐4 気象等観測機器

気象災害

固体素子を用いた気象
レーダーはライフサイクルコ
ストの低減、安定運用、
使用周波数の狭帯域化
を実現。さらに、二重偏
波ドップラー気象レーダー
は、雨・雪の判別や降水
の強さをより正確に推定
することが可能。

気象レーダー ラジオゾンデ

我が国のメーカーは、
小型で高性能なラジ
オゾンデを実用化。軽
量でランニングコストに
優れる。

洪水時の観測に特化した安価で
維持管理が容易な水位計。

クラウドサービスを用い、国・地方の
河川情報を一元化、一人一人が
スマートフォン等で閲覧できる水位
情報提供システムの導入も可能。

国内では、本水位計は、中小河川における危機管理型水位計として開発され、水害リスクの高い地域を中心に設置。スマートフォン等
を用いて洪水情報を閲覧できるようにし、住民自らがリスクを察知し主体的に避難できるよう住民目線のソフト対策を推進。

３L水位計の例

クラウドサービスを用いた水位情報提供システム

３L水位計
－Low Cost （従来型の１／１０と低コスト）
－Long Life （長期間メンテナンスフリー、無給電で５年以上稼働）
－Localized （地元で維持管理・情報収集が可能で現地で活用

※該当セクター：【水管理・ 国土保全】
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B 事前投資 台風、豪雨による浸水や土砂災害等から

生命・財産を守るインフラ整備の推進

B‐5 治水事業（ダム再生事業、河川整備等）

気象災害

既設ダムを有効活用する「ダム再生事業」

ダムの堤体は、適切に施工・維持管理すれば、半永久
的に健全であることが期待できることから、既設ダムを長
期にわたって有効に、かつ持続的に活用を図ることが重
要。

既存ダムを運用しながら機能向上を図るダム再生は我
が国で多くの実績があり、環境及び社会的影響を最
小限に抑えられる。

ダム点検を通じ流域の課題を把握・相手国と共有し、
その解決策として、ダム点検システム（手引き・基準・
計器等）とあわせ、ダム再生事業を提案。

治水事業の効果発揮事例
マンガハン放水路はマニラ中心部の被害を軽減した

 フィリピン政府は1999年に途上国で唯一の治治水専門
部局を設立し、近年は洪水対策予算も急激に増やして
いる。JICAの協力で整備されたマンガハン放水路はマニラ
中心部の洪水被害を大きく軽減し、その後の都市発展の
礎となった。2020年の台風ユリシーズでは、これらの事業
によって約85％の被害を低減できたと試算。

※該当セクター：【水管理・ 国土保全】 11



B 事前投資 台風、豪雨による浸水や土砂災害等から

生命・財産を守るインフラ整備の推進

B‐6 治山事業（施設整備、防災林造成等）

気象災害

山腹工による復旧

流木捕捉式治山ダム

森林の力を活かした防災技術「治山」

（森林の持つ災害防止機能の維持・向上を図り、
災害に強い森林づくりを推進する技術として発展した
「治山」）

治山施設による荒廃山地の復旧・予防。

流木捕捉式治山ダムの設置等により山腹崩壊
等によって生じた流木による被害の防止・軽減。

海岸防災林の整備により飛砂害や潮風害を防
止するとともに、津波エネルギーの減衰等の効果
を期待。

被災直後 施工中 工事開始から22年後

海岸防災林

※該当セクター：【水管理・ 国土保全】
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C 普及啓発、教育

防災意識を啓発し、教育、人材育成

C‐1

防災教材

安政南海地震で津波に遭った和歌山県
広村における、津波避難の重要性を説く
「稲むらの火」の各国語版防災教材。

C‐2

防災教材、住民啓発、訓練

人材育成

地震•津波
気象災害
共通

課題別研修︓防災行政、災害種別（地震・津波・気象災害等）
我が国の教訓と知見を活用し、関連省庁、自治体、NGOと連携し、
途上国からの研修員に対し我が国の強みを活かした防災分野の研修
を実施。

 JICA、政策研究大学院大学 (GRIPS)等とともに、国際地震工学研
修（1960年～）、防災政策プログラム「水災害リスクマネジメントコー
ス」（2008年～）を実施。(ICHARM)

客員研修プログラムを実施。 (1998年～、ADRC)

総合防災行政の研修を実施。(2019年～、ADRC・JICA)

より強靱な社会の実現に向けた防災主流化の促進の研修を実施。
（2018年～、ADRC・JICA）

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

13



C 普及啓発、教育

防災意識を啓発し、教育、人材育成

C‐3

国土強靱化に関する普及啓発のため、国土強靱化の考え方や事例などをわかりやすくまとめたパンフレットを公表

学校等における防災教育を含むリスクコミュニケーションの取組として、学校の授業等で活用できるよう、学習教材を公表

国土強靱化に関する普及啓発・学習教材

地震•津波
気象災害
共通

学習教材：防災まちづくり・くにづくりパンフレット：すすめよう災害に強い国づくり

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】
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災害情報を把握し、国民に伝達、早期警報の発信

D 緊急警報・避難支援 共通 地震•津波•火山

D‐1

防災科学研究所が提供する陸海統合地震津波火山観測網 MOWLASは、日本全国の陸域から海域までを網羅する観測網であり、日
本全国で発生する地震・津波・火山のハザード現象を正確かつ即時に観測することが可能。自然災害のメカニズムに関する研究に活用さ
れるだけでなく、関係府省庁や自治体、民間企業等にも直接伝送され防災・減災に活用されている。

陸海統合地震津波火山観測網 MOWLAS（1/2）

地震津波火山観測研究センター

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】 15



災害情報を把握し、国民に伝達、早期警報の発信

D 緊急警報・避難支援 共通 地震•津波•火山

D‐1

防災科学研究所が提供する陸海統合地震津波火山観測網 MOWLASは、日本全国の陸域から海域までを網羅する観測網であり、日
本全国で発生する地震・津波・火山のハザード現象を正確かつ即時に観測することが可能。自然災害のメカニズムに関する研究に活用さ
れるだけでなく、関係府省庁や自治体、民間企業等にも直接伝送され防災・減災に活用されている。

陸海統合地震津波火山観測網 MOWLAS(2/2)

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】 16



D 緊急警報・避難支援

災害情報を把握し、国民に伝達、早期警報の発信

D‐4 洪水・高潮予想パッケージソフト

D‐3 早期警報システム（Lアラート）

防災情報の収集・分析・配信を一貫して行い、住民へ迅速
かつ確実に防災情報を伝達するシステムである「Ｌアラート」
のノウハウを活用した災害情報共有システム。

（ペルーでのモデル）

チャオプラヤ川氾濫予測図 チャオプラヤ川水位予測図

タイ・チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト（開発調査型技術協力）

2011年の大洪水で大きな被害を受けたタイ・チャオプラヤ川
流域について、洪水予測システムの整備を実施。

地震•津波
気象災害
共通

D‐2 人工衛星による観測情報の提供

地震・火山・津波等の自然災害対応支援
2024年に打ち上げられた「だいち4号」は、前号機「だいち2号」の
性能を向上させ、世界最高レベルの解像度と広域な観測を実現

2018年にインドネシアで発生したクラカタウ火山噴火及び津波被
害に対し「だいち2号」による緊急観測を実施。

左の２つの図は、
火山噴火前後の
画像。噴火後の
右図の点線の赤
丸の部分の2 km
四方の島の南西
部が崩壊したと見
られることがわか
るAnalysis by GSI from ALOS‐2 raw data of JAXA

氾濫範囲を予
測する本格的
なシステムとし
て世界で初め
て整備された
技術

UNESCOプロジェクトによりパキスタン・インダス川流域を対
象とした洪水予測・早期警報システムを開発。  
(ICHARM)

スリランカ、フィリピンを対象として洪水予測を行うシステムを
開発。(ICHARM)

マイクロ波放射計搭載衛星「しずく」による陸面－植生結
合衛星データ同化(CLVDAS)を用いて、ブラジル東北部
のセアラ州の農業渇水モニタリング、季節予測システムを開
発。(ICHARM)

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】
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15

D‐5

新幹線の早期地震検知システム
地震による大きな揺れが到来する前に
列車を緊急停止させるシステム。

能登半島地震、東日本大震災や熊本地震でも有効に
機能した結果、旅客列車の脱線・死傷者ゼロ。

D 緊急警報・避難支援

災害情報を把握し、国民に伝達、早期警報の発信

地震•津波
気象災害
共通

総合防災情報システムD‐7

災害情報を地理空間情報として共有。災害発生時に、
災害対応機関が被災状況等を早期に把握・推計し、
災害情報を俯瞰的に捉え、 意思決定をサポートし、災
害情報の集中管理を行うことができるシステム。

D‐6列車等の緊急停止システム

災害関連情報の提供のための基盤整備
災害関連情報をいち早く住民に伝えるための基盤として、

 地上デジタルテレビ放送網を利用。

緊急の情報が 
家の中でも外でも
受信可能

緊急警報放送（地デジ）

※該当セクター：【鉄道】 ※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】 18



E 応急活動

非常用管制塔外観 非常用管制塔内部

電源、バッテリーや無線機器などの通信設備
を一体的に装備しており、容易に通信ネット
ワークを構築。

災害時に最低限のICT環境を提供し、通信
途絶を迅速に応急復旧させる通信インフラと
して活用可能。

車載型

アタッシュケース型

コンテナ型、車載型、ア
タッシュケース型に小
型化され、様々な形態
に応用可能であり、持
ち運びが可能

災害地や無電化地域に通信環境を提供

コンテナ型

E‐1

E‐2 E‐4 遠隔操作機器、
無人化施工

緊急復旧時において、遠隔操作建機を
活用し、二次的被害を防止

非常用管制塔

ICT防災ユニット

空港の管制塔設備の不測の事態によ
る被害に備え、代替手段として活躍

人命の救助・救急・医療、避難所対策、必要物資の提供 

排水ポンプ車

E‐3

東日本大震災時の排水作業で活
躍。

排水ポンプ車

地震•津波
気象災害
共通

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】、
【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】、
【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】

※該当セクター：【都市、住宅】、
【水管理・ 国土保全】、【道路】、【鉄道】
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E 応急活動

自治体が保有するドローンやドローンを保有す
る団体や事業者の協力による火災等の災害
事象の早期覚知や危険地域の状況把握・共
有。

ドローンの活用により、広範囲かつ多数発生し
た山腹崩壊箇所やインフラ被害に対して、 復
旧に向けた迅速な状況把握・測量及び隊員の
安全を確保した活動が可能。

E‐5 ドローンによる災害事象の早期覚知・被災状況把握

人命の救助・救急・医療、避難所対策、必要物資の提供 

E‐6 ポータブル水再生システムによる生活用水の確保

山腹崩壊箇所及び周辺環境の状況把握

ドローンによる⼟砂災害調査

ドローンにより取得し 公開した3次元データ

使用した水をその場で浄化し、98％以上の
排水を再利用するポータブル水再生システ
ム。

このシステムを活用した循環型シャワーシステ
ムや手洗いスタンドは、上下水道に接続を
必要とせず、周囲の環境に左右されることな
く安全な水を安定的に使用できるため、シャ
ワーや手洗いの水を確保するとともに、災害
派遣部隊の活動に必要な水の確保が可能。

水循環型シャワーシステム 水循環型手洗いスタンド

※E-5、E-6は、「令和６年能登半島地震を踏まえた有効な新技術～自治体等活用促進カタログ～」（令和６年６月、令和６年能登半島地
震に係る検証チーム ）より、抜粋したものです。詳しくは、以下を参照。
https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/pdf/kensho_team_catalog.pdf

地震•津波
気象災害
共通

※該当セクター：【都市、住宅】

※該当セクター：【都市、住宅】、【水管理・ 国土保全】
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F 迅速な復旧・復興

除塩対策

災害廃棄物対策

弾丸暗渠の施工
石灰質資材の散布

真水の湛水、攪拌
津波による海水の浸入
（東日本大震災 2011.3）

復興計画策定プログラム作成

F‐1

F‐2

F‐3

災害緊急復旧支援プロジェクト

復興にあたって高潮対策や土地利用のあり方など、 
Build Back Betterのコンセプトを強く打ちこんだ復興
計画の基本方針の策定をODAで支援。

津波による海水浸入被害からの農地の復旧

2011年の東日本大震災では、津波により多くの農地に
海水が浸入。土壌中に残留した塩分を排除するため、農
地の除塩マニュアルを作成し、除塩対策を実施。海外に
おける津波被害にも、これらの知見を活用可能。

早期の復興に向けた計画策定、生活再建ノウハウ等の提供 

復旧・復興計画マスタープラン策定支援

路上に放置された災害廃棄物（水害） 混合物を処理する破砕・選別機

一度に大量に発生する災害廃棄物により、復旧、復興が遅れる
事態が発生。生活環境や公衆衛生の悪化、資源効率の観点か
ら迅速な対応が求められる。これらの課題に対し、我が国の災害廃
棄物対策に係るノウハウや技術を活用可能。

地震•津波
気象災害
共通

無償資金協力で再建された小学校

F‐4 Build Back Better（BBB）に基づく

インフラの復旧・復興
ピロティ形式で災害時の避難
所としても機能する設計となっ
ている。（フィリピン）

※該当セクター：【都市、住宅】

※該当セクター：【水管理・ 国土保全】

※該当セクター：【都市、住宅】

※該当セクター：【都市、住宅】

21
強靭な小学校や病院の再建、津波や高潮の堤防建
設など、Build Back Betterのコンセプトを踏まえたイン
フラ実現に向けた取組をODAで支援。



F 迅速な復旧・復興

被災者に配慮した生計回復支援

F‐5

被災した住宅を再建するにあたり、より地震に強い住宅再建が実
現するよう、基準やガイドラインの策定支援や建築許認可に係る技
術支援等をODAで支援。

F‐6

早期の復興に向けた計画策定、生活再建ノウハウ等の提供 

2015年のネパール大地震

の被災地では、耐震基準を
クリアした住宅に対して、円          
借款を原資とした補助金が
支給され、復興住宅の再建
が推進

2024年の能登半島地震からの復興では、「生活の再建」、「生
業の再建」、「災害復旧等」の観点で、緊急に取り組むべき施策
について、「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッ
ケージ」として取りまとめ、復興事業が実施されており、海外におけ
る災害からの復興においても、これらの知見を活用可能。

2013年のフィリピン、ヨラン

ダ台風被災地の主要産業 
である水産業の支援として、
地元の食品加工組合への技
術支援や、加工施設の再建
支援等を実施

地震•津波
気象災害
共通

F‐7

災害発生に先立ち、融資支援枠を合意し、災害発生時に、借入国からの要請を以って速やかに融資を実行（実績：フィリピン
（2023）、フィジー（2019））。

フィリピン（2023）においては、災害リスク低減・管理に係るフィリピン政府の政策を支援。また、災害発生後の復旧
時に増大する資金ニーズに備えるため、災害宣言の発出等をもって同国政府が災害復旧費用の貸付けを請求できること
をあらかじめ合意することにより、同国の迅速な復旧を支援。

災害復旧スタンド・バイ借款

※該当セクター：【都市、住宅】

※該当セクター：【都市、住宅】

※該当セクター：【都市、住宅】
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Build Back Better（BBB）に基づく

住宅再建支援
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